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定期預金金利 国債（10年） 5.500% 米国債（10年） 1.167%/ 0.021

(1,000万以上/10年) 360回 0.000 中国国債(10年） 3.228%/ 0.014

28,779.19 31,148.24 韓国総合指数

437.24 92.38 KOSPI

コロナり患者数 402,300 6,295 コロナ罹患者数

（国内） 2,372 106 （世界）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞり患者 70人 参考：2018年 約1200万人 インフルエンザ

(1月18～24日) (昨年105,221人) 罹患者数/死者数 ／3,325人 ワクチン供給量

約3,178万本

（6,300万人分）

ダウ平均
3,120.63

33.08

コロナ死者数
104,869,210

479,486

0.002%

日経平均

日付：2021年 2月 6日（土）

今日は何の日 本日の言葉

• 海苔の日
• 抹茶の日
• ブログの日

簡単ではないかもしれない。
でもそれは、「できない」という理由にはならない
／べーブルース（プロ野球選手）

Today’s アドバイス

今日の行き先

2
半導体、「持たざる経営」
転機 台韓、生産シェア

43% 有事の供給にリスク

日経
1

• 半導体メーカーが進めてきた生産の外部委託に転機
• 米国や欧州企業の多くは開発に重点を置く効率経営で競争力を高めてきたが、特定の受

託生産会社（台湾や韓国、中国）への依存度が高まり有事の製品安定供給に懸念
• 米中摩擦が供給寸断につながる恐れもあり、米日などは国産強化を模索

大見出しとして認識
話題や引き出しとして
アップデート大見出し

3
GPIF運用10兆円黒字

10～12月

日経
5

• 公的年金を運用する年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）は、2020年10～12月
期の運用収益が10兆3528億円だったと発表。運用利回りは6.29%で3四半期連続黒字

• 国内外の株式相場が上昇したことが収益を押し上げたため。
• 20年12月末の運用資産残高は177兆7030億円（過去最高）

話題から、お客さまも積み立て
（年金）計画等を確認。改めて２
０００万問題等を提起し、積み立
てを訴求

年金

4
ひとり親世帯の困窮深刻

6割が減収・無収入
「仕事ない」「息子だけでも3食を」

日経
39

• 感染拡大が続く新型コロナウイルスが、ひとり親世帯の家計を直撃
• 非正規雇用の親も多く、出勤シフトが減るなどしてコロナ前と比べて6割が減収か無収入に
• ひとり親世帯を支援するNPO法人「しんぐるまざあず・ふぉーらむ」への深刻な生活困窮の

相談が急増。20年度の相談件数は21年1月時点で1300件を超え、すでに19年度の5倍

就業の課題を確認。採用候補者
の現況をアップデート

採用

5
マネーのまなび

認知症 保険加入も選択肢

日経
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• 認知症患者は、25年に730万人（65歳以上の5人に1人）、50年には1000万人を超える
• 認知症になると一般的に介護が必要。要介護になった理由は、「認知症」が17.6%と最も

多く、「脳血管疾患」の16.1%や「高齢による衰弱」の12.8%を上回る（厚労省/19年）
• 費用は、平均介護費が月約7万8000円で期間は約4年7カ月。住宅改修など一時的な費

用約69万円も合算すると、約500万円（生命保険文化ｾﾝﾀｰ/含む認知症以外の介護）

認知症の必要性を訴求
裏面に詳細を記載★介護

・認知症

No TOPIX 媒体 解説 活用・リストアップのヒント

1
75歳以上、医療費

「2割負担」 法案閣議決定
現役世代保険料、年800円

日経
4

• 後期高齢者（75歳以上）が払う医療費の窓口負担を1割から2割に引き上げる法案を決定
• 対象は、単身世帯で年収200万以上。複数人世帯なら合計320万円以上（約370万人）
• 軽減効果は2025年度で1人あたり年800円程度
• 導入時期は22年10月から23年3月の間で成立後に政令で定める

話題から、セカンドライフ層の医
療保障の充実を訴求
加えて、積み立てにも波及年金

・積み立て

https://www.nikkei.com/
https://www.nikkei.com/r123/


journal
本日の深掘りウォッチ：認知症の必要性
認知症の患者数は、予備軍を含めると、65歳以上の約4人に1人といわれており喫緊の課題です。
日本は、世界の各国と同様に、国家戦略として「認知症」を対策しようとしています。それでも、予算の関係や周知等の課題もあり、『認知
度』は低く、身近であるという認識は低いといえます。本来であれば、「社会保障」として対応するべき問題ですが、できていないのも現状
。そんな社会保障としてのすき間を民間（生命保険会社）にゆだねられている中、自分の大切なお客さまには、しっかり保障として検討して
いただき、最良の選択をしていただきましょう！自分が守らなければ、ほかの人（会社）が機会を得ることに!!

認知症が身近
であることを説明

キーワード

お金がかかる
ことを認識してもらう

認知症の保障の必要性を3ステップで説明

⚫ 65歳以上の方の5人に1人（2025年）
⚫ 介護の原因の1位

⚫ 月平均78,000円
⚫ 平均介護期間は4年7カ月
⚫ トータルおおよそ500万かかる

⚫ 国も真剣に考えているんです
⚫ 日本だけではなく、世界共通の課題

国家で対策
が検討されている事実をお伝え
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■ 認知症高齢者の将来推計※1

■介護が必要となった主な原因の構成割合※2
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脳血管疾患（脳卒中等）

高齢による衰弱
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■ 介護期間※5
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■ 日本の国家戦略※3

日本 認知症施策推進総合戦略

米国 国家アルツハイマー計画

英国 国家認知症戦略

■ 世界の国家戦略（認知症）※4

日本の認知症に対する国家戦略の概要
• 認知症施策推進大綱（2020年6月18日）

1 2 3

■ 介護費用（月額）※6

平均月額78,000円
（＋一時金の約69万と合わせて約 ）

キーワード キーワード

国も真剣に課題として認識しているんですね
社会保障の一つとして、考えていただきましょう!

参考）※1､3､4…厚生労働省「認知症施策」、※2…厚生労働省「国民生活基礎調査」／2019年、※5・・生命保険文化ｾﾝﾀｰ「生命保険に関する全国実態調査」／平成30年度、※6・・・生命保険文化ｾﾝﾀｰ「生命保険に関する全国実態調査」／平成30年度

提案へ
4

500万
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